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住宅計画学ノート 
―サイエンスからフォルケリへ― 

 

小川 正光 

 

1. はじめに 

私が、京都大学において住宅計画を専門とした研究生活を始めたのは、住居学を理論的に体系

化し、確立された西山卯三先生の研究室である。しかし、大学院修士課程１年を終えた時点で、

先生は退官されたため、私は 後の弟子となった。本稿では、西山先生から学んだ住宅計画学の

研究理論について、どのように理解し、受け継ぎ、その後、私の研究を発展させてきたのかにつ

いて、具体的な事例をあげながら述べてみたい。 

西山先生は、統計や調査を通じて多くのデータを集め、それを分析することにより、項目の間

に見られる因果関係、法則性、原則を抽出して理論化され、次の住宅供給や住空間の計画を行う

際の根拠を与えられた。したがって、先生の住宅計画学の特徴は客観的・科学的であることから、

ここでは「サイエンス」と表現した。先生は、庶民である居住者に信頼を置き、住意識の検討を

行ってはいるものの、居住者の発言に対しては、「的確に判断しているか分からない。」というこ

とで、主観的な発言そのものをデータとして取り上げたり、重視することはなかった。特に客観

化という点で注目されるのは、捉え所のない生活を客観化するために、行為を行う場、家具配置、

住空間の構成という客観的に把握可能なデータを組み合わせて記述し、把握する「住み方調査」

の方法を創出された点である。このような理論により、戦時下において行われた住宅規模の切り

つめに対し、食事の場と就寝の場を分離する住み方の原則である、「食寝分離論」の定立という大

きな成果をあげられている。 

私が研究を始めた時期は、大学紛争や住民運動が広範囲で盛んとなった頃である。それらの活

動の状況を見ていると、住民や居住者という生活主体は、批判するだけでなく、自身で妥当な提

案を行ったり、実際に地区を改善して成果をあげており、自ら、客観的に分析し、目標・手順を

確立し、実施する能力を持っていることが確信されるようになった。このような状況の中で、居

住者を信頼し、居住者の住要求や評価を引き出し、居住者自らが実現していくことに寄与するよ

うな住宅の計画論を確立したいと考え、一貫して追究するようになったのである。この場合、計

画の立案・実施過程は、居住者が相互を尊重して、民主主義的な議論の中で行うことが条件とな

る。以上のことから、今日まで私が継続してきた研究の立場と成果の独自性をまとめる言葉とし

て、デンマーク語で民主主義を示す「フォルケリ（Folkelig）」を選択した。フォルケリは、デン

マーク語で、国民とか、庶民的、民衆的なことを示す形容詞であり、世界で も住みやすいと言

われるデンマーク社会を形成することになった民主的な思想を表す典型的な言葉である。デンマ

ークの神学者ハル・コック（Hal Koch）は、「フォルケリ」を、国や社会階層をこえて、「正しい
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ことのために協議しあうことを学び、他者の立場を理解してそれを我慢して受け入れ、自分流の

狭い見解によらず、ある程度は全体利益の観点から見る協力の技能１）」と定義している。ここで

の「他者の立場」とは、デンマークでは社会的に も弱い者を示すことになる。他の国では、一

般的に、民主主義は労働者を中心に権利の主張として発展したが、デンマークの場合には、農民

相互の不作時などの助け合いとして発展した。貧困層や身体的弱者の立場になって議論を繰り返

し、その過程で方針や改善策を考えていく「生活形式の民主主義」を通じて、今日の福祉国家を

形成している。 

生活主体である居住者が満足できる住宅を実現するためには、居住者の住要求が反映され、実

現する民主主義的なプロセスによる住宅計画理論が必要とされる。以下では、居住者の住要求が

反映された評価を把握し、その分析を通して具体的な住空間として実現する方法を研究してきた

これまでの成果から、主要ないくつかを紹介する。 

 

２．住宅計画研究を実施する上で基礎とする方法論 

 西山先生の理論的仮設から、私が受け継ぎ、発

展させ、大切にしている分析の視点は、以下の２

点である。第１は、居住者の住意識・住要求の構

造の仮設で（図１）、居住者が、その意識の中で

初に形成する感覚的に住宅に求める内容を「欲求」

という表記にしている２）。この出発点が、居住者

の「住意識」の中で、外部からの様々なアドバイ

スや宣伝などの影響を受けながら検討され、具体

的な「住要求」として表に出され、設計者や工務

店の専門家に示されるのである。今日、住宅に関

連した情報が増えている状況では、住意識に働き

かけて影響を与える要素に注目することが重要で

あり、住教育、雑誌、宣伝などの作用を詳細に検

討する必要がある。 

 第２は、住宅の階層性である。社会的な階層性

は、住宅のあらゆる側面に表れるが、図２には、

設計における階層性の仮設を示した３）。住宅の設

計タイプによって、建物としての基本的な性能を

確保するだけのタイプから個別性のある趣味的な

デザインを実現できるタイプまで、様々な段階性

があることを示している。 

図 1 住意識・住要求の構造 2） 

図 2 住宅の設計と計画内容の階層性 3） 

図 3 設計方法の 3 段階 
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 さらに、西山先生は計画を具体的な建築の形に実現することは少なかったが、私は、居住者が

求める住要求を建物としての具体的な形態に実現する設計のプロセスについて、武谷三男の「三

段階説」や菊竹清訓の「か・かた・かたち論」を検討して設定した（図３）。図３は、居住者の住

要求は、建物が備えるべき機能となり、その機能を実現させるためには、建物の体系の中から適

合する建物の型を抽出し、さらに、その建物の型を地形などの環境条件に合わせて、具体的で、

個別的な設計を行っていくというプロセスを示している。 

 

３．研究履歴の概要  

大学院より現在に至るまでに行ってきた研究を時系列に整理すると、図４のようにまとめられ

る。本稿では、図中に示した５つのテーマについて、簡潔に概要を述べる。 

第１は、居住者の評価に基づいた住宅計画に関するものである。居住者の住意識、住要求、生

活経験を通して形成された評価と客体である住空間とを対応させ、居住者の生活に適した住空間

のあり方を提案するものである。第２は、居住水準の提言に関するものである。居住者の評価を

基に、現在の生活に合致し、指導的役割を果たすべき新しい居住水準を設定し、提案している。

第３は、高齢者の生活様式の検討と、その結果に基づいた高齢者住宅の具体的な提案である。第

４に、教育環境として望ましい校舎環境の検討である。木造校舎や木製家具などの有機的な木材

を活用した環境の居住性を評価している。第５は、愛知教育大学の建物に関して、専門的な立場

図 4 時期別、主要な研究テーマ・業績 
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から行ってきた計画事例の紹介である。 

 

３．居住者評価に基づいた住宅計画と平面評価システム 

３．１ 居住者評価を活かした住宅計画 

まず、居住者の主観的な評価の信憑性について、住宅側の客体条件と対比させながら検討した。

それらの中から一例を示すと、図５４）は、戸建て住宅において、団らん室の規模段階別に、居住

者がどのように評価しているのかを検討したものである。評価を横軸にとり、５段階評価を行っ

ている。評価は、家族が集まって過ごすか否かの生活様式別に集計しているが、その差は大きく

出ていない。基本的に、団らん室の規模が大きくなると、居住者の評価は物的な規模に対応する

ように上がっていく傾向がみられる。したがって、居住者が生活を通して感じて判断する評価は、

居住者の数が一定以上になり、平均値をとると、住宅の物理量を反映した結果となり、信用でき

るということが分かってくる。 

マンションなどの集合住宅でも、同様な調査を行った。図６５）は、関東と関西のマンションに

関して大規模な調査を行った結果から、典型的な３つの住戸タイプを比較して示している。左の

図 5 団らん室の規模と居住者評価 4） 図 6 マンションの住戸平面タイプ別、評価 5） 

図 7 居住者評価を総合化した住戸平面 6） 

図 8 水戸市営住宅の住戸平面 7） 
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平面は、北側に廊下があることから、廊下に面する北の居室は暗く、日当たり・採光は悪くなる

ことを、居住者の評価のプロフィールが示している。中央の平面は、設備コアが中央にある。南

と北の両方の居室で採光をとることが可能になるため、評価は高くなっている。右の平面は、東

西に間口が広いため、日当たり・採光の評価は、これが も高くなっている。同様に、広さや風

通しなど、他の項目ごとに居住者評価のプロフィールをみることにより、それぞれの平面の特徴

を読みとることが可能になる。 

このような住宅条件と居住者評価との対応関係の結果は、居住者が要求する機能に対して、住

宅側の物理量や空間構成が達成している程度を測定したものとして理解される。したがって、こ

のような居住者評価を蓄積することにより、望ましい住宅側の各部分の構成を合わせて総合する

ことにより、住宅全体としての望ましい平面を設計できるようになる。実際に、図６で得られた

結果を盛り込み、全体を計画すると、図７の住戸平面が得られた６）。 

間口が広く、南北方向の奥行きが短いため風通しがよく、明るい台所から、すぐバルコニーに

出られるようになり、洗濯機が置けるようになっている。便所、浴室にも開口部を設け、明るく、

乾燥しやすい間取りである。玄関も明るい。リビングと和室の間は続き間として、広く使える融

通性を与えている。また、動線も中央に集中させて、短くしている。住空間の望ましい各部分を

結合し、総合化することにより、計画条件に左右されることなく、一般的に適用しうる、住戸平

面の原則が得られるのである。この平面の原則は、当時、水戸市で行われた公営住宅の競技設計

に、設計条件に応じた若干の具体的な変更を行って応募し（図８）、 優秀賞となり実現した７)。 

同様な手法は、名古屋市天白区の市営一ツ山住宅でも適用した８）。建て替えであるため、建て

替え前の住宅の居住者に対して、住宅と住宅地に関するアンケート調査を行った。その結果を基

に、住宅の規模や間取りを決めたが、特に重視したのは地形である。団地内には山が２つあるが、

居住者の調査によると、山頂の使い方に対しては、住宅を配置するより、誰でも使える場所を要

望する回答が多かった。したがって、双方の山頂には公園を配置し、住宅をつくらず、みんなで

使う場所として計画した。住宅は、斜面に沿って配置している。住棟の計画には、斜面の地形的

な形態を取り込む工夫を行った（図９）。地上から直線状に登るオープンな階段を配し、斜面を上

図 9 名古屋市営一ツ山住宅の屋外空間 図 10 名古屋市営一ツ山住宅の住戸平面 
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り下りする感覚とした。斜面は、水平に移動す

るのは楽であるため、地上に降りなくても移動

できるよう、水平方向の路地を２階部分に取り

付けている。２階から３階へ登ると、坂の頂上

に登ったような感覚になることを想定した。住

戸の計画では（図 10）、1 階、２階、３階の間

取りは共通で、入り口の方向を変えることで独

立性を高め、個別性を追求した。いずれも、路

地から家に入っていく感覚としている。住戸平

面でも、開口部を多く確保し、居住者の要求を

実現させている。 

３．２ 住宅平面の評価システム 

信頼できることが明らかになった居住者の

評価と、住宅の各構成部分との対応関係に関す

るデータが蓄積され、充実してきた。そこで、

それらのデータを用いて、居住者の生活要求に

対応する住宅の間取り自体を抽出したり、間取りの居住性を評価するシステムの検討を行った。 

住宅平面を評価するシステムとしては、図 11 のような構成が考えられる９）。まず、住宅全体の

居住性を、生活の行為に、そして、生活行為が関連する住宅を構成する部分へと、徐々にブレイ

クダウンして、建物を構成する物的要素に分解する（図 11 の①、図 1210））。このような住宅の構

成部分については、先述したように、居住者評価による達成度の点数化が可能になる（図 11 の③）。

一方で、居住者の生活の個別性を表現する必要がある。そのために、図 11①で分解した 終段階

の各要素に対して、それぞれの居住者ごとに重視する程度を表す重みづけを行う（図 11 の②）。

例えば、与えられたトータルの点数を、居間を重視するのか、子ども部屋を重視するのかという

ように、個々の住宅構成要素に対してトレードオフで割り振ることにより、各居住者の生活様式

の独自性を表現できると考えられる。その後、住宅の各構成部分ごとに、重みづけと達成した評

価点とを掛け合わせ（図 11 の④）、さらに、構成部分ごとに掛け合わせた数値を合計すると、住

宅全体の評価点を算出することができる。 

図 13 は、住宅の A と B とを比較している事例である 11）。同一の居住者に対して、より適切な

住宅平面を選択する評価であるから、各構成要素に対する重みは同一であるが、各構成要素が達

成する評価点は異なっている。評価システムにしたがって重みと評価点とを掛け合わせ、合計し

て総合得点を出し、A の方が居住性が高い、という結果が得られる。多くの間取りに対して、同

様な評価を行うことにより、各々の居住者に適した間取りを選択できるようになるであろう。パ

ソコンの充実・普及により、現実的に活用されていいシステムと考えられる。このテーマが、私

図 11 住宅平面の評価方法 9） 

図 12 住宅全体の居住性と住宅要素のつながり 10）
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の学位論文となっている。 

 

４．居住者評価による居住水準の設定 

４．１ 居住者が要求する住宅規模の検討 

 住宅の居住水準は住宅供給の指針となるもので、その中でも 低居住水準は、国民が生活する

上での基本的な 低限の住宅の規模を設定しているものである。この根拠は、憲法 25 条の健康で

文化的な 低限の生活保障の原則にある。しかし、2006 年の「住生活基本法」により若干の改善

がされたものの、基礎となるものは 1976 年の「第３期住宅建設５カ年計画」で設定された水準

から大きな変更はなく、現在、わが国で、 低居住水準未満の世帯が全住宅に占める割合は数％

を割っている状態で、小規模な住宅規模を改善して国民の居住水準を向上させる上での、指導的

な役割を果たしているとは思えないのである。 

また、住宅事情には地方性があり、地域の実状を反映した居住水準を設定していくことが有効

である。大都市間で比較してみると、名古屋市は、1 人当たり畳数は札幌市に次いで広く、各住

戸当たりの延べ床面積は、名古屋市が も広い。したがって、全国でも、名古屋市から独自に適

応する新しい住宅規模の水準を作成することが必要になる。 

図 13 住宅平面の評価事例 11） 
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住宅需要実態調査の全国データから、住宅規模に対する居住者の満足度を集計すると、図 1412）

のようになった。横軸に世帯人数、縦軸に居住室の規模を表し、50％の居住者が満足するライン

と、75％が満足するラインとを引くと、50％のラインは、 低居住水準と都市居住型誘導居住水

準との、ほぼ中間に位置することが分かる。また、75％が満足する住宅の規模水準は、ほぼ一般

型誘導居住水準のレバルである。このような分析から、現行の 低居住水準より高く、50%とい

う、市民の半分が要求し、満足できる水準は、新たな 低居住水準とすることに説得力があるの

ではないかと考えられた。 

４．２ 名古屋市施策目標水準の設定 

現行の 低居住水準を設定する根拠となった世帯構成ごとの居室構成には、現在の生活実態・

住宅内容からはかけ離れた部分がある。居間がないことや、ダイニングキッチンや子ども室とし

て 4.5 畳の居室がみられることである。4.5 畳では、必要とする家具も配置できないのが実状であ

る。したがって、名古屋市独自の 低居住水準を設定する基礎資料として、名古屋市内に立地す

る戸建て住宅の間取りを集めて分析し、居室構成と居室種別ごとの規模を検討した。 

その結果、主寝室の規模として、 も多いのは６畳で、ベッドを配置する場合には８畳もみら

れた。子ども室では、ほとんど６畳が占めるため、子ども室は 4.5 畳でなく６畳にすることが望

まれる。さらに、ダイニングキッチンについては、10 畳という例もみられるが、８畳が多いため、

８畳とすることが望ましいと判断された。以上のような実態から、表１のように 13）、現行が 4.5

畳の居室は６畳に、ダイニングキッチンは８畳に置き換えた表を作成した。この表より、住戸全

体の規模を求め、図 14 の中に記入すると、ほぼ 50%の居住者が満足するラインと一致すること

がみられた。この結果を名古屋市に提示したところ、名古屋市内においては、実質的に住宅規模

の 低居住水準として適応する、「名古屋市施策目標水準」として採用された。他の自治体にも、

このような名古屋市の施策を意識して独自の水準設定を行うところが出てきているため、広く影

響を与えた研究と判断される。今後は、それぞれの自治体ごとに、地域の居住実態を踏まえた居

図 14 居住者の住宅規模要求と居住水準 12）

表 1 名古屋市施設目標水準の居室構成 13） 
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住水準の設定を行っていくことが必要である。 

 

５．高齢者の生活・住要求と高齢者向け住宅の計画 

５．１ 愛知県営シルバーハウジングの計画 

高齢者の生活様式と住宅計画に関する研究は、

私の主要な研究テーマである。統計を用いた高齢

者の住宅事情と地域的な差異、三世代同居世帯に

おける世代間の関係と住宅平面の構成、高齢者向

けに計画されたシルバーハウジングなどの施策的

住宅計画の評価、身体状況に応じた住宅の構成と

リフォーム、などの課題を検討してきた。ここで

は、豊川市の牛久保において計画した愛知県営シ

ルバーハウジングの計画過程について述べる。 

居住者が高齢化した古い団地の建て替えである

ため、まず、居住者の生活様式と住要求を把握す

る調査を行った。就寝の実態と今後の要求とをみ

ると（表２14））、現在は、ほとんどが布団で寝て

いるが、今後の希望ではベッドを希望するサンプ

ルが増えていた。客観的に、高齢者が床に敷いた

布団から起き上がるのは困難で、ベッドの方が楽

であるため、ベッドを使える居室を計画すること

にした。ダイニングキッチンについては、ほとん

ど使用した経験はないが（表３15））、ダイニング

キッチンの要求が増加するため（表４16））、今後

はダイニングキッチンを採用することにした。次

に、居間については（表５17））、畳に座る生活を

している割合が高く、今後の希望も多いことから

畳をなくすことは適切でないと考え、畳の居間を

残した。さらに、ダイニングキッチン以外に必要

な部屋数について聞くと（表６18））、２部屋が必

要とされている。２部屋の用途は、寝室とくつろ

げる居間であり、居間は、くつろぐ生活以外に、

病気になった際に、家族が来て泊まる部屋として

使うためにも必要と考えられた。したがって、居

表 2 寝具の使用状況と要求 14） 

表 3 ダイニングテーブルの使用経験 15） 

表 4 食事の様式に対する要求 16） 

表 5 くつろぐときの姿勢に対する要求 17） 

表 6 ダイニングキッチン以外の必要居室数 18） 
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室構成は、高齢単身であっても２DK が必要である。部屋の間の結合関係は、住宅全体が一瞥し

て見渡せた方が安全であるため、続き間が希望されていた。 

以上のような高齢居住者の住要求を総合してまとめると、図 15 の間取りが作成された 19）。寝

室は畳であるが、ベッドが置くことが可能である。設備部分には開口部を設けて採光を確保し、

寝室と屋外の廊下との間に吹き抜けをとり、寝室のプライバシーを確保している点も特徴である。

この計画以降、東海圏において、いくつかのシルバーハウジングを計画していくことになった。 

５．２ デンマークにおける高齢者住宅の検討 

高齢者の住宅の計画と生活サービスに関しては、デンマークの経験に学ぶことが多い。デンマ

ークでは、高齢者の約１割が、高齢者向けに計画された住宅・居住施設に居住しているが、図 1620）

にみられるように居住施設が減り、ほとんどが住宅に住むように変化している。これは、居住施

設が建て替え・改造により、住宅に変わっていることを示す。自立して住む方が、生活時間や行

動が自由になり、他人に気兼ねなく住めるから望ましいのである。 

高齢者が住宅に居住する場合、生活内容を活性化させたり生活を援助するサービスを、高齢者

の生活圏内に確保する必要がある（図 1721））。高齢者が集まって種々の活動を行う集会施設や共

同使用の洗濯室などは、高齢者向けに供給された集合住宅の地下に設置され、交流と相互援助の

場となっているのが一般的である。わが国でも、高齢者向けの質の高い住宅を一定程度供給する

ことと、地域の生活サービスを大幅に充実させる必要がある。 

しかし、デンマークの高齢者住宅も、当初から高齢者の居住に充分な規模を確保していたわけ

ではない。図 1822）は、各時期別の住戸規模の変遷を示す。かつて居住施設であった時期には小

図 15 牛久保シルバーハウジングの住戸平面 19）
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規模で 25 ㎡前後であったが、現在は、ほぼ倍の

40～45 ㎡という規模になっている。その間には、

現在よりも住戸規模が大きかった時期がみられる

が、それは居住施設の２戸を住宅の１戸に改善し

て、拡大していた時期であり、改善であるために、

効率的に面積を使った計画ができなかったためで

ある。注目されるのは、25 ㎡という居住施設の各

室の規模は、現在のわが国におけるサービス付き

高齢者向け住宅の住戸規模とほぼ同等という点で

ある。デンマークでは無くなっていく規模の住宅

を、わが国では、現在、新規に供給している段階

なのである。25 ㎡という規模では、現在も空き家

が発生しているが、高齢者の生活に対応できず、

将来に渡って活用できるとは思えないのである。

デンマークで供給している住宅の規模に対応する

のは、先述した居住者の生活実態を基に計画した

シルバーハウジングの住戸規模である。このこと

から、高齢者の生活は単純で、国が異なっても家

具所有などの類似点は多く、必要とされる住宅の

規模水準は近似してくるということである。居住

者の生活と住要求を踏まえて住宅規模を設定する

有効性が理解される。 

デンマークの高齢者住宅から典型的な事例を示

すと、図 19 のようである。居室構成は、ダイニ

ングキッチン、居間、それから寝室と設備部分で、

図 16 デンマークの高齢者住宅と老人ホームの比率 20）

図 17 デンマークの高齢者住宅と地域の 

生活・介護サービス 21） 

図 18 デンマークの時期別、住戸規模の変化 22）

図 19 デンマークの高齢者住宅の事例 図 20 外をながめられる高齢者住宅のダイニングスペース
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２DK である。ダイニングキッチンは広く、居間には前住宅からの家具を運び込める広さが確保

されている。ダイニングのテーブルから屋外がよく見えるなど、内外のつながりを確保し、近隣

の知り合いとくつろげる住宅を計画している（図 20）。 

 

６．木造校舎・木製家具の教育効果 

６．１ 子どもによる木造校舎の居住性評価と優

位性 

教育環境を木質化した場合の教育効果について、

子どもと教師から評価のデータを取得し、環境の

客観的な測定値と比較すると、木造校舎の大きな

優位性がみられた。この成果は新聞報道されたた

め（図 2123））、多くの問い合わせがあった。まず、

木造校舎とコンクリート校舎の居住性を比較した

研究について述べる。 

東西軸の一列に、木造とコンクリート造の校舎

が配置された小学校を対象に、かつてコンクリー

ト造校舎で生活した経験があり、木造校舎に移っ

てきた５，６年生について、環境に対する評価を

採取した（表７24））。相対的に、木造校舎の方が

評価は高くなっているが、特に、冬に暖かくなっ

た、風通しがよくなったという、生活環境が改善

されたという評価が注目される。夏の暑さには、

改善はみられなかった。この点の根拠として、１

年間、教室内の温湿度を測定してみると、冬期に

過ごしにくくなるという 10℃以下になる日が、コ

ンクリート造校舎では多かったが、木造校舎では

ほとんどみられなかった。また、木の材質が柔ら

かいため、転んでも痛くないとか、どこでもピン

を打てるため掲示がしやすくなったと、子どもた

ちの行動を受け入れる、安全な環境であることが

評価されていた。この点は、保健室における記録

を分析しても、ケガの発生や体調の悪さを訴える

件数は、木造校舎の方が少ないことで検証された。

図 2225）に示すように、木質の天井を使った創造

図 21 木造校舎の研究成果をとりあげた新聞報道 23）

表7 子どもによる木造校舎とコンクリート造校舎の評価 24）

図 22 天井を利用した時間割 25） 
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的な時間割を作成できる、自由な楽しさが木造校

舎にみられた。表７の評価では、木造校舎の方が

床の振動があることが指摘されている。しかし、

子どもたちに意見を聞くと、「他の教室の生活が分

かる。」、「仲良くなれる。」など、相互の理解と協

調性を生む効果があることが評価されていた。 

子どもたちが感じる校舎環境に対するイメージ

を採取すると（図 2326））、木造校舎には、温かい、

自然な、柔らかい、落ち着きのある、香りのよい、

という、木の材質から想像される結果が得られた。

このような、温かさを持った空間で生活すること

は、人間関係としてもお互いを大切にするように

なり、良好な効果を生み出していると思われる。

教師からは、木造校舎以降、子どもたちがお互い

を思いやるようになり、いじめが少なくなった、

という話を聞くこともできた。 

この課題は、本学に様々な専門分野の研究者が

いることにより可能になったものである。技術科

の木材、心理学、養護教育、保健体育の教員との

共同研究であったが、同一学部内に各専門の研究

者が揃っていることのメリットを活用することで、

今後も、総合的で創造的な研究が期待される。 

６．２ 教育環境を向上させる木質家具の効果 

校舎内部の家具を木質化することにより、内部

の環境は教育に適したものになるのかも、検討す

べき課題である。現在、学校の教室内に導入され

ている木製の家具は、図 2427）に示すように武骨

で大きく、重く、運びにくいもので、デザインの

課題は大きい。 

導入後の子どもの評価をみると（図 2528））、冬

は暖かく、ぶつかっても痛くなく、触った感覚も

よく、疲れも少ないため、教室の雰囲気がよくな

ったと評価されていた。しかし、欠点として傷つ

きやすさが指摘されていた。木は柔らかいため、

図 23 子どもの校舎に対するイメージ 26） 

図 24 親子で組み立てた木製の机と椅子 27） 

図 25 子どもによる木製家具導入後の評価 28）

図 26 教師による木製家具導入後の評価 29） 
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固い物をぶつけると傷がつくのであるが、教師の評価をみると（図 2629））、物の扱いが丁寧にな

ったと評価されている。傷つきやすいから、丁寧に扱うようになったのである。この点は、他の

子どもに対する対応にも影響を与え、家具を丁寧に扱うから、他の子どもたちに対しても丁寧に

対応するようになるという効果が得られることに結びついているのではないだろうか。実際に、

「子どもたちが仲良くなった」という指摘もあり、「授業がやりやすくなった」のである。 

また、ここで行った子どもによる評価を、内装を木質にした校舎に導入した場合と、コンクリ

ートの内装のままの校舎に導入した場合とで行い、結果を比較してみると、木製の家具を導入す

るだけで、両者のイメージは似てくることがみられた。したがって、木製の家具を導入すること

は、教室の様子を大きく変える力があると判断される。子どもたちにとって軽く、運びやすい、

木材の質感を生かした家具をデザインすることは、今後の大きな課題である。 

 

７．愛知教育大学校舎の計画 

７．１ 使用者の評価に基づいた創造科学系校舎の改修 

後に、本学の校舎について行ってきた研究と計画を、３つの事例について紹介する。 

第１は、創造科学系校舎の耐震改修を機に、部屋や設備の改修を、使用者である学生と教員の

要求を基に、学生と作成した計画である。図 2730）は、この棟を使う学生、院生、教員の全員に

図 27 創造科学系の棟に対する改善要求 30） 
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対してアンケート調査を実施し、日常感じている不満をもとにした要求を採取し、階層ごとの特

徴について検討したものである。図 27 によると、全ての使用者に共通して、耐震性の向上、エレ

ベーターの設置、トイレの改善、といった建物の基礎的構造に関する項目に対する要望が高かっ

た。その中で、学生の要求に注目すると、狭くても学生が共用での作業などに使える部屋に対す

る要求が高かったのが特徴的であった。 

調査により得られた要求を取り込み、計画したのが図 2831）である。ここでは家政に関連した

３、４階だけを示す。エレベーターの設置場所は、既存のスペースに影響を与えない、屋外の渡

り廊下を提案している。トイレは、３、４階とも女子トイレであったため、男性用の設置を提案

している。さらに、学生が自由に使えるスペースとして、学生用演習室、ワークショップ室を、

共通棟に近い部分に配置した。家政教育内の専門領域ごとに教員の研究室をまとめ、領域に関連

した実験・演習室など、教員が共同使用する部屋を配置し、クラスターを形成した。また、北の

演習棟とは斜路でつなぐことを提案している。 

図 2932）は、学生の演習室を授業の中で考えていった過程を示す。学生は、土間で靴を脱ぎ、

カーペットか畳を敷いて、ソファを置くのが、落ち着ける雰囲気と感じているが、狭い部屋の中

で上足と下足を分けるのは煩雑であるし、汚れやすくなる。そこで、途中の段階で、スケッチに

より家具の配置例を描いて部屋のスケールを示した。それを基に、学生は、少ない人数で集まれ

図 28 創造科学系の棟の改善計画 31） 
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る机の配置を盛り込んだ改正案を出し、それを

終案とした。その案を、学生が講座の教員に示し

て説明し、鍵の管理などの質問に答えて実現する

ことになった。図 29 の中の写真が、実現した状

況である。 

７．２ 第一共通棟のデザイン 

第一共通棟の耐震改修の計画においては、補強

の骨組みが外部に出ない工夫を行った。また、南

西の角に飛び出したコモンスペースについて、

初は半円形に張り出す案であったが、ガラスのプリズム状の形とした（図 30）。このような形態

にすることで、南の通路広場を分断し、中庭のように閉ざされた空間を形成し、落ち着きを与え

ることが可能となる。また、ガラス面を平面にすることにより、ヒマラヤ杉が映り込み、人が歩

くのに従い杉の姿も移動していくのが見られるという動きが生まれる。このコモンスペースのデ

ザインは、このような効果を狙った形となっている。 

７．３ 附属特別支援学校の有形文化財登録 

附属特別支援学校の旧武道場を（図 31）、初めて見た時、見事な構造とデザインに驚き、感動

したが、本学の中では誰も評価していないことにも驚いた。 

この建築は、県立岡崎師範学校当時のものであり、本学で、戦前から残る唯一の建築である。

竣工は 1926（大正 15）年で、関東大震災直後の計画であるため、公共建築を鉄筋コンクリート

造とした 初期の建築になる。愛知県営繕部で研究しながら計画したもので、構造と材料の調査

を行うと、鉄筋の配筋量も多く、コンクリートの質も良いことが分かった。屋根を支える圧縮部

材に木材を、引っ張り部材に鋼棒を用いた合理的な構造は、軽やかな美しさを見せている。細部

図 29 家政「学生演習室」の改善計画作成の過程 32）

図 30 中庭を形成する第 1 共通棟 
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には、セセッションやアールデコのデザイン様式がみられる、優れた建築である。 

岡崎の空襲があった際には、師範学校の寮に泊まっていた寮生が飛び起きてバケツリレーで消

火にあたり、南に付いていた渡り廊下を壊して、延焼を防ぐことで救われた建物である。古くて、

建築的に優れているばかりでなく、本学の歴史を語る重要な建築のはずである。したがって、私

が附属学校の校長をしていた時期に、文化財登録を行った（図 3233））。 

現在、屋根は雨漏りする状態であるが、本学にとって、まず、文化的に重要な建築であること

を理解する必要がある。そして、附属学校の教育の場や同窓会館などとして補強と修復を行い、

活用していくことが望まれる。 

 

８．まとめ 

私の研究の過程から、代表的な研究成果と、本学に関する成果について述べてきた。私の研究

は、西山先生の方法論をベースとし、時代が要請する課題に適応させることにより、時代がみせ

る新たな側面に対応する理論に改善したり、時代が求める生活者を主体とする理論を付け加える

ことにより、徐々に発展させてきたものである。西山先生は、要求を含めた生活の実態について、

客観的に把握することに拘られたが、私は、以上で述べたような研究を積み重ねることにより、

生活者の要求は信頼できるものであることを実証し、要求を核として、実現していく方法論を形

成することの可能性を提示してきた。特に、生活者の要求が形成され、発展していく要因と過程

について検討したことは、独自性が高いと考えている。このように、研究とは、その時々の個別

的課題に応えることだけでなく、一貫した思索に裏づけられた、理論の発展を含んでいるもので

なくてはならない。 

図 31 附属特別支援学校の旧武道場正面 

図 32 旧武道場の文化庁有形文化財登録 33）
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今日は、リフォームあるいはリデザインの時代である。かつてのものを壊して新しく作るより、

良質なものを選び出す眼を持ち、時代の要求に合った改善を行って生活に生かしていく、成熟し

た社会になりつつある。研究の理論においても、優れた理論はすでに多く蓄積されているので、

それらを適用し、さらに発展させていくことが重要であろう。 

私の計画論は、生活者である居住者を中心に置いて研究してきたことを特徴とする。生活環境

を計画する 終的な目的は、望ましい居住者の生活の実現だからである。したがって、その実現

過程は、居住者の要求を尊重し、関係者が話し合いの中で方針を決定し、実現していく、民主主

義的なものでなくてはならない。すなわち、生活の様式としての民主主義、生活の中に民主主義

を貫徹していくことが求められている。要求の実現方法、改善方向についての話し合いを、日々

積み重ねることが重要である。家政学の対象は、毎日の生活、暮らしの積み重ねであり、これを、

居住者の要求に沿ったものに、いかに改善していくかが中心的課題となるはずである。改善方向

について、専門的な知見にもとづき、民主的に議論を積み重ねて考えていく、このことを繰り返

していく学問であることを期待したい。 
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